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tEt ヨ 刀て

石川県告示第 3号

救急病院等を定める省令(昭和39年厚生省令第 8号)第 1条第 1項の規定により、救急病院として次のとおり認定

した。

令和 3年 1月19日

石川県知事 谷 本 正 憲

名 称 所 在 地 認定年月日 認定の有効期限

石川県立中央病院 金沢市鞍月東2丁目 1番地 令和 3年 1月17日|令和 6年 1月16日

石川県告示第 4号

い しかわ子ども総合条例(平成19年石川県条例第18号)第41条第 1項の規定により、次の興行を青少年に有害なも

のとして指定した。

令和 3年 1月19日

石川県知事 谷 本 正 憲

1 有害興行

興行の種類 興 行 名 配給会社 名

映 画 メイドになった人妻 巨乳の絶対領域 新 東 宝 映 画

スカイ・シャーク ギ ヤ ガ

" (原題)SKY SHARKS (ド イ ツ)

2 指定の理由

内容の全部又は一部が、 著 しく 青少年の性的感情を刺激 し、 又は著しく 青少年の粗暴性若しくは残虐性を誘発し、

若しくは助長し、その健全な育成を阻害するおそれのあるものである。

3 指定年月日

令和 3年 1月19日
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特定非営利活動法人の設立認証申請公告

第 13372号

特定非営利活動促進法(平成10年法律第 7号)第10条第 1項の規定により、特定非営利活動法人の設立の認証の申

請があった。

令和 3年 1月19日

1 申請のあった年月日

令和 2年12月17日

2 特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人日本ブレイクダンス青少年育成協会

3 代表者の氏名

草野 真澄

4 主たる事務所の所在地

金沢市若宮一丁目 177番地9

5 定款に記載された目的

石川県知事 谷 本 正 憲

この法人は、広く 一般市民に対して、ダンスのイベント等の企画、運営及び協力事業、ダンスの普及及び振興事

業、ダンススクール及びワークショップ等の開催に関する事業等を行い、ダンス文化の振興、ダンスを通じて豊か

な感性を持つ子どもの育成、文化的なまちづくりの推進を凶り、広く公益に寄与することを目的とする。

石川県庁舎総合案内等業務委託に係る企画提案の募集公告

次のとおり企画提案の募集を実施する。

令和 3年 1月19日

1 委託業務の概要

(1) 委託業務名

石川県庁舎総合案内等業務

(2) 委託業務の内容

石川県知事 谷 本 正 憲

「石川県庁舎総合案内等業務委託仕様書J(以下 「仕様書」としづ。)で指定する内容

(3) 委託期間

令和 3年4月 1日 (木)から令和4年 3月31日(木)まで

2 参加資格者

石川県庁舎総合案内等業務受託者選定に係る企画提案書提出要領に示す参加資格を全て満たす者とする。

3 仕様書等の交付場所等

(1) 交付場所及び問合せ先

干920-8580

金沢市鞍月 1丁目1番地

石川県県民文化スポーツ部県民交流課広報広聴室

電話番号 076-225-1362 

(2) 交付方法

次のいずれかの方法で入手すること。

ア 書面による交付

(1)の交付場所において交付する。

イ 電磁的方法による交付

石川県ホームページ (http://www.pref.ishikawa.lg.jp/kenmin/sougouannai/03proposal.htm1)に掲載し、

ダウンロードする方法により交付する。

(3) 交付期間
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令和 3年 1月19日(火)から同年 2月 3日(水)までの午前 9時から午後 5時まで

4 企画提案書の提出場所等

(1) 提出場所

3 (1)の交付場所に同じ。

(2) 提出期限

令和 3年 2月 3日(水)午後 5時(必着)

(3) 提出方法

持参又は郵送

5 審査の方法

2の参加資格等を満たすと認めた者の提出した企画提案について、 書面審査及びプレゼンテーションを実施し、

委託候補者を選定する。

6 その他

(1) 提出された書類の作成及び提出に要する費用は、全て参加者の負担とする。

(2) 提出された書類は、提出期限後は返却しない。

(3) 提出された書類は、選定作業のため必要最小限の範囲で複写することがある。

(4) 提出された書類の機密保持には、十分に配慮する。

肥料登録有効期間更新公告

肥料の品質の確保等に関する法律(昭和25年法律第127号)第12条第 2項の規定により、次のとおり肥料の登録の

有効期間を更新した。

令和 3年 1月19日

石川県知事 谷 本 正 憲

登録番号 肥料の種類 肥料の名称、 保証成分量 その他の規格
生産業者 の 登録の
名称及び住所 有効期限

石 川 県 貝化石肥料 クレイン特 アルカリ分 公定規格のとおり グリン産業有限会社 令和 8年

第203号 2号 35.0% 白山市鶴来水戸町ネ80 12月18日

番地

県営土地改良事業計画の決定及び縦覧公告

土地改良法(昭和24年法律第195号)第87条第 1項の規定により、次のとおり県営土地改良事業計画を定めたので、

その関係書類を令和 3年 1月20日から同年 2月18日まで縦覧に供する。

なお、この決定については、土地改良法第87条第6項の規定により、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以

内に知事に審査請求をすることができる。また、この決定を知った日の翌日から起算して 6か月以内に、石川県を被

告として(訴訟において石川県を代表する者は、石川県知事となる。)、決定の取消しの訴えを提起することができる。

ただし、審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して 6か月以内

に、石川県を被告として、決定の取消しの訴えを提起することができる。

令和 3年 1月19日

地区名

熊木 地区

事業名

県営ほ場整備事業

(面的 集積型)

石川県知事 谷 本 正 憲

縦覧に供する書類 縦 覧場所

県営土地改良事業計画書の写し 七尾市産業部農林水産課

県営緊急耐震工事計画の決定及び縦覧公告

土地改良法(昭和24年法律第195号)第87条の 4第 1項の規定により、次のとおり県営緊急耐震工事計画を定めた

ので、その関係書類を令和 3年 1月20日から同年 2月18日まで縦覧に供する。

なお、この決定については、土地改良法第87条の4第 4項において準用する同法第87条第 6項の規定により、縦覧



4 令和 3年 1月 19日(火曜日) 石川 県公 報 第 13372号

期間満了の日の翌日から起算して15日以内に知事に審査請求をすることができる。また、この決定を知った日の翌日

から起算して 6か月以内に、石川県を被告として(訴訟において石川県を代表する者は、石川県知事となる。)、決定

の取消しの訴えを提起することができる。ただし、審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して 6か月以内に、石川県を被告として、決定の取消しの訴えを提起することができる。

令和 3年 1月19日

石川県知事 谷 本 正 憲

地区名 事 世
一一声 名 縦覧に供する書類 縦覧場所

沖 波 地 区|県営震災対策農業施設整備事業 |県営緊急耐震工事計画書の写 し|穴水町地域整備課

土地改良事業の工事完了公告

土地改良法(昭和24年法律第195号)第113条の 3第 2項の規定により、土地改良事業の工事が完了した旨の届出が

あった。

令和 3年 1月19日

石川県知事 谷 本 正 憲

" 

地区名

オザ カ地区

室地区

工事完了年月日

平成16年 3月31日

令和元年12月26日

土地改良事業施行者

オザカ地区土地改良事業共同施行

室地 区 ほ 場整備組 合

事 業名

非補助土地改良事業

用途地域内の制限建築物の建築の許可に係る公聴会の開催公告

建築基準法(昭和25年法律第201号)第48条第15項の規定により、同条第 2項ただし書の規定による許可をするこ

とについて、次のとおり公開による意見の聴取を行う。

令和 3年 1月19日

石川県知事 谷 本 正 憲

1 建築物の建築計画

(1)建築場所 河北郡津幡町字庄ノ、 3番 1 他26筆

(2) 用 途 水泳場

(3) 敷地面積 11，361. 54nf 

(4) 延べ面積 3，387.17nf 

(5) 構 造 鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 2階建て

2 期日

令和 3年 1月27日(水) 14時から

3 場所

河北郡津幡町字庄ロ79番地 1

サンライフ津幡 2階研修室

選挙管理委員会

石川県選挙管理委員会告示第 1号

令和 2年12月25日開催の選挙管理委員会において、地方自治法(昭和22年法律第67号)第187条第 1項の規定によ

る選挙の結果、次の者が委員長に当選した。

令和 3年 1月19日

石 川 県選 挙 管理委 員 会

住所 石川県金沢市窪 5丁目 72番地

氏名 坂井 美紀夫
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石川県選挙管理委員会告示第 2号

令和 2年12月25日開催の選挙管理委員会において、地方自治法(昭和22年法律第67号)第187条第 3項の規定によ

る委員長の職務を代理すべき委員と して次の者が指定された。

令和 3年 1月19日

石 川 県選挙管理委員会

住所 石川県白山市安吉町41番地

氏名 吉 田 隆 一

臣と
.1m. 査 委 員

定期監査結果公表

地方自治法(昭和22年法律第67号)第199条第4項の規定により、令和 2年度監査を、石川県監査委員監査基準

(令和 2年石川県監査委員告示第 1号)に準拠 し実施したので、その結果を下記のとおり公表する。

令和 3年 1月19日

石川県監査委員

同

同

同

宏

次

豊

田

江

本

村

焼

増

山

奥

明

啓

作

美

記

1 監査の対象

地方自治法第199条第 1項に規定する令和元年度及び令和 2年度の財務に関する事務の執行及び経営に係 る事業

の管理 (以下「財務事務の執行等」と し、 う。)を対象と した。

2 監査の着眼点 (評価項目)

監査に当たっては、財務事務の執行等が法令に適合し、正確で、最ノトの経費で、最大の効果を挙げる ように し、 そ

の組織及び運営の合理化に努めているかといった観点から実施した。

3 監査の実施内容

財務事務の執行等について、監査対象所属から資料の提出を求め、その内容を確認するなどの方法により監査を

実施 した。

4 監査の結果

財務に関する事務及び経営に係る事業その他の事務事業の執行等について、上記のとおり監査した限りにおいて、

監査対象所属毎の監査結果は、次のとおりである。

監査対象所属 監査実施年月日 監査の対象期間 監 査 の 結 果

平成31年4月 1日~
所管の財務に関する事務及び経営に係る事業

東京事務所 令和 2年11月30日
令和 2年 3月末日

その他の事務事業の執行等は、おおむね適正に

処理されていると認める。

ろう学校 令和 2年12月21日
令和元年10月 1日~

11 

令和 2年 9月末日

金沢辰巳丘高等学校 11 11 11 

盲学校 11 11 11 

金沢商業高等学校 11 11 11 

工業高等学校 11 11 11 

大聖寺実業高等学校 11 11 11 

力日賀聖域高等学校 11 11 11 

小松北高等学校 11 11 11 

小松教育事務所 11 11 11 

小松高等学校 令和 2年12月22日 11 11 

金沢中央高等学校 11 11 11 
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|金沢二水高等学校 !I !I !I 

財政的援助団体等監査結果公表

地方自治法(昭和22年法律第67号)第199条第 7項の規定により、令和 2年度監査を、石川県監査委員監査基準

(令和 2年石川県監査委員告示第 1号)

令和 3年 1月19日

に準拠し実施したので、その結果を下記のとおり公表する。

石川県監査委員 焼 回 宏 明

同 増 江 啓

同 山 本 次 作

同 奥 キナ 豊 美

言己

1 監査の対象

地方自治法第199条第 7項に規定する令和元年度の補助金等の財政的援助を与えている団体、出資している団体

及び公の施設の管理を行わせている団体の当該財政的援助等に係る出納その他の事務の執行(以下「財政的援助等

に係る出納その他の事務の執行」としづ。)を対象とした。

2 監査の着眼点(評価項目)

監査に当たっては、財政的援助等に係る出納その他の事務の執行が、当該財政的援助等の目的に沿って行われて

いるかといった観点から実施した。

3 監査の実施内容

財政的援助等に係る出納その他の事務の執行について、監査対象団体から資料の提出を求め、その内容を確認す

るなどの方法により監査を実施した。

4 監査の結果

財政的援助等に係る出納その他の事務の執行について、上記のとおり監査した限りにおいて、監査対象団体毎の

監査結果は、次のとおりである。

監査 対象団体 監査実施年月日 4匹4とll. 査 の 結 果

医療法人社団和楽仁 令和 2年12月22日
財政的援助等に係る出納その他の事務の執行は、おおむね

適正に処理されていると認める。

社会福祉法人長久福祉会 !I !I 

社会福祉法人篤豊会 !I !I 

公益財団法人石川県体育協会 !I !I 

石川県体育協会グ、ルプ !I !I 

監査の結果報告に基づいて講じた措置の公表

地方自治法(昭和22年法律第67号)第199条第14項の規定により、石川県公安委員会から、監査結果に基づき措置

を講じた旨の通知があったので、別紙のとおり公表する。

令和 3年 1月19日

石川県監査委員 焼 田 宏 明

同 増 江 啓

同 山 本 次 作

同 奥 キナ 豊 美

(別紙)

石公委第 94号

令和 2年12月17日

石 川 県監査委 員 様

石 川 県公 安委 員 会

令和 2年11月30日付け石監査第545-1号で提出のあった監査の結果に基づいて、下記のとおり措置したので、地方
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自治法第199条第14項の規定により通知します。

記

指摘事項 機関名 監査結果に基づいて講じた措置

職員の交通事故防止対策として、全職員に対し朝礼等あら

ゆる機会において安全運転の徹底を指示するとともに、職員

による検討会を実施し、安全運転に対する心構えや事故防止

のために遵守すべき基本事項の再確認をきめ細かく行ったほ

か、同検討会で提案された事故防止方策を実施するなど、職

員の交通事故絶無に向けた取組を徹底しました。

また、交通事故を起こした職員及び運転経験が浅い職員に

対し、石川県安全運転研修所を利用した運転技能及び知識の

再確認と安全運転に対する更なる意識付けを行し、ました。

今後とも、交通事故防止を推進しなければならない機関で

あることを強く認識するとともに、全職員に対する指導・教

養を継続して実施し、交通事故防止の徹底に努めます。

公用車の交通事故が 2年連続で |金沢西警察署

発生していた。

交通事故防止を推進しなければ

ならない機関であり、安全運転に

万全を期するよう十分注意するこ

と。

石公委第 95号

令和2年12月17日

石 川 県監査委員様

石 川 県公安委員会

令和2年11月30日付け石監査第545-1号で提出のあった監査の結果に基づいて、下記のとおり措置したので、地方

自治法第199条第14項の規定により通知します。

記

指摘事項 | 機関名

公用車の交通事故が発生してい |小松警察署

た。

交通事故防止を推進しなければ

ならない機関であり、安全運転に

万全を期するよう十分注意するこ

と。

監査結果に基づいて講じた措置

交通事故防止対策として、全署員を対象に「運転者 ・同乗者

の遵守事項」の徹底を指示したほか、朝礼時等に安全運転指導

員による安全運転指導や時節に応じた運転時の安全確認・注意

ポイント等を具体的に指導する講習を行うなど交通事故防止対

策の徹底を図っております。

また、交通事故を起こした職員に対しては、石川県安全運転

研修所を利用した運転技能及び知識の再確認と安全運転に対す

る更なる意識付けを行いました。

今後とも、交通事故防止を推進しなければならない機関であ

ることを踏まえ、全職員に対する指導・教養を継続して実施し、

交通事故の未然防止に努めます。

雑 幸R

特定調達契約に係る入札公告

次のとおり地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特定を定める政令(平成7年政令第372号)に規定す

る特定調達契約に係る一般競争入札を実施する。

令和3年 1月19日

石川県公立大学法人理事長 宮 本 外 紀

1 調達内容

(1) 調達役務の名称及び数量

石川県立大学校舎等清掃業務委託 一式
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(2) 調達案件の仕様等

入札説明書による。

(3)履行期限

令和 3年4月 1日から令和6年 3月31日まで

(4) 納入場所

野々市市末松地内他

(5)入札方法

入札金額は、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算し

た金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100'こ相当する金額を入札書に記載すること。

2 競争入札参加者資格

(1) 地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の 4の規定に該当しない者であること。

(2) 指名停止の措置を受けている者でないこと。

(3) 令和 2年度に石川県において締結が見込まれる建築物の管理業務の特定調達契約に係る競争入札に参加する者

に必要な資格等(令和 2年石川県告示第120号)に基づき、競争入札参加者資格の審査においてAの等級に格付

けされた者であり、かつ、建築物における衛生的環境の確保に関する法律(昭和45年法律第20号)の規定に基づ

く都道府県知事の登録を受けて、清掃業を営む者であること。

(4) 業務責任者との連絡体制を完備しているものであり、かっ、業務責任者に連絡をしてから 1時間以内に清掃に

着手できる者であること。

(5) 業務責任者、作業責任者及び副作業責任者を専任で各 1名以上配置できること。

(6) 清掃作業従事者の確保及び清掃器具の配備が可能であること。

(7) 次のアからオまでのいずれにも該当しない者であること。

ア 役員等(個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支庖若しくは常時契約を締結

する事務所を代表する者をしづ。以下同じ。)が暴力団員 (暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

(平成3年法律第77号)第2条第6号に規定する暴力団員をし寸。以下同じ。)である者

イ 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第 2号に規定する暴力団をしづ。以下同じ。)

又は暴力団員が経営に実質的に関与している者

ウ 役員等が自 己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る円的又は第三者に損害を加える円的をもって、暴力

団又は暴力団員の利用等をしている者

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的又は積極的に暴

力団の維持運営に協力し、又は関与している者

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

3 入札書の提出場所等

(1) 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先

干921-8836 野々 市市末松 1丁目 308番地

石川県公立大学法人 石川県立大学事務局総務課電話番号 076-227-7405

(2) 入札説明書の交付方法

(1)の交付場所において交付

(3) 入札書の受領期限

令和 3年 3月 5日(金)午前11時(郵送の場合は、書留郵便とし、受領期限内必着とする。宛先は、 (1)の提出

先とする。

(4) 開札の日時及び場所

令和 3年 3月 5日(金)午前11時石川県立大学大会議室 K116 

4 その他

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

(2) 入札保証金及び契約保証金

免除
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(3) 入札の無効

この公告に示した競争入札参加者資格のない者の提出した入札書、入札者に要求される義務を履行しなかった

者の提出した入札書その他入札説明書に示す無効の入札書に掲げる入札書は、無効とする。

(4) 契約書作成の要否

要

(5) 落札者の決定方法

石川県公立大学法人契約事務規程(平成23年石川県公立大学法人規程法第37号)第11条の規定により作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

(6) 手続における交渉の有無

任

(7) 競争入札参加資格の申請書の配布場所及び提出場所

〒920-8580 金沢市鞍月 1丁目 1番地

石川県総務部管財課用度グループρ 電話番号 076-225-1262 

(8) その他

詳細は、入札説明書による。

5 Summary 

(1) Nature o[ the services required 

Cleaning of the Ishikawa Prefectural University Room Entrance Management System 

(2) Contractual period 

From 1 April 2021 through 31 March 2024 

(3) Delivery Place 

Ishikawa Prefectural University， Nonoichi， ]apan 

(4) Time limi t of tender 

F巴bruary26， 2021， 11 a. ~ 
(5) Contact point for the notice 

G巴neralAffairs Division， Ishikawa Pref巴cturalUniversity 

1-308， Nonoichi， Ishikawa， 921-8836， ]apan 

Tel: 076-227-7405 
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